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[ 5 月の値動き ] 

6 月 18 日（木）、中国国家統計局は 2015 年 5 月の 70 大中都市住宅販売価格変動状況を発表した。

新築商品住宅（除く保障性住宅 )価格の全体的傾向を捉えるため 70 都市の前月比データを当研究

所で単純平均したところ、5月は前月比0.07％上昇と昨年4月以来13ヵ月ぶりに上昇した(図表-1）。

また、中国国家統計局が掲載した解説では、「初歩的測定では、5 月の 70 大中都市新築商品住宅価

格の前月比総合平均は先月より 0.7 ポイント拡大した」としており、都市の規模の違いを勘案する

と、5月の新築商品住宅価格は 4月の前月比 0.3％上昇に続き 2ヵ月連続で上昇した模様である。 

一方、住宅販売動向を見ると、昨年は大幅な前年割れが続いて、住宅価格を押し下げる要因とな

ってきたが、4月の販売面積は 1 年 5 ヵ月ぶりに前年同月を上回り、5月も前年同月比 16.4％増と

好調を維持した模様である（図表-2）。昨年 11 月以降 3度に渡る利下げや不動産購入規制の緩和な

どが効いたものと見られるが、販売待ちの在庫は前年同月比 21.9％増と依然高い伸びを示している。 

 

(図表-1)  (図表-2)   

  

ニッセイ基礎研究所 2015-06-18 

中国経済：15 年 5 月の住宅価格 
～2 ヵ月連続上昇、深セン市は前月比 6.7％上昇 
 

 

 

経済研究部 上席研究員 三尾 幸吉郎 

TEL:03-3512-1834 E-mail: mio@nli-research.co.jp 

○ 6 月 18 日、中国国家統計局は 2015 年 5 月の住宅販売価格変動状況を発表、中国国家統計局

の解説では「初歩的測定では、5月の 70都市新築商品住宅価格の前月比総合平均は先月より

0.7 ポイント拡大した」としており、4月に続き 2ヵ月連続で上昇した模様である。 

○ 例年 6 月は住宅販売が好調な時期であり、次回発表の 6 月住宅価格が下落に転じる可能性は

低い。但し、巨大都市以外では下落傾向が続いている都市が多く、販売待ちの在庫も依然と

して高水準のままであることから、在庫処分のために不動産業者が再び値引き販売に走るリ

スクは残っている。中国の住宅価格は底固めできるか、今後数ヵ月の値動きは要注目である。 
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個々の都市を見ると、前月比で下落した都市

の数は 43と前月よりも 5つ減っており、上昇し

た都市の数は 20 と前月よりも 2 つ増えている

（残りの 7都市は横這い）。上昇した都市数から

下落した都市数を差し引いたネットでは▲23 と、

引き続き下落した都市の方が多い（図表-3）。 

また、最も上昇率が高かったのは深圳市（広

東省）の前月比 6.7％上昇で 7ヵ月連続のトップ

となった。特に“前海深港現代サービス業協力

区”周辺では高騰したようだ。また、第 2 位は

上海市、次いで北京市、広州市（広東省）と 4

大都市が上位に名を連ねた（図表-4）。また、これら大都市では前月より上昇が加速している。 
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 [ 今後の注目点 ] 

以上のように中国の住宅価格は下げ止まってきており、特に巨大都市では上昇が加速している。

このまま下落が続いて 2011-12 年頃の水準（デッドライン）を下回ると景気が悪循環に陥る恐れも

あっただけに、景気失速懸念はやや薄れた（図

表-5）。また、例年 6 月は住宅販売が好調な時

期にあたるため、次回発表の 6月住宅価格が下

落に転じる可能性は低いだろうと思う。 

しかし、巨大都市以外では下落傾向が続いて

いる都市が多く、販売待ちの在庫も依然として

高水準のままであることから、在庫処分のため

に不動産業者が再び値引き販売に走るリスク

は残っている。中国の住宅価格は底固めできる

か、今後数ヵ月の値動きは要注目である。 
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